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する価値の低下が進行している。 ヨーロッパにおいても、互いに独立した国家の  
経済協力体であったECが統一した経済地域、通貨を持つEUへと発展しつつあ  
り、もはやドルの支配領域とは言えなくなってきている。   
一方米国はNAFTAを形成し、独自にドルの勢力範囲を拡大させ、確固たる  
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注）本論におけるrEU」、「NIEs」、「ASEAN」は以下の国を指すo  
EU：ドイツ、フランス、イタリア、イギリス、スペイン、オランダ、   
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第一章 国際基軸通貨とは  
1 国際基軸通貨の条件   




















済データが客観的に比較されることが可能となる。   
第二に、支払手段としては介入通貨の機能がある。変動為替相場制を採用して  
いる国々では、金融当局は自国通貨や外貨を外国為替市場で売買することによっ  







ンティプが働きやすい。   
次に、民間部門をみてみると、第一に、計算単位としては表示・契約通貨の機  
能がある。国際便発行の通貨建て、貿易取引の通貨建てがその代表例である。  


























を媒介通貨（Vehicle Currency）と呼んでいるが、これは、米ドルやマルク以外  
の通貨間の売買をする場合、米ドルやマルクを媒介としたほうが取り引きがし易  












































































行った。   
アメリカは、イギリスに変わる覇権国としての地位にのし上がろうとしていた  
が、19世紀から20世紀にかけてのイギリスに見られるほどの覇権国としての意織  
はなかった。 アメリカに世界のリーダーとしての意識がなく、国際的な協調体制  
がとられなかったこと、加えて「近隣窮乏化政策」が世界の経済のブロック化を  
もたらし、第二次世界大戦の原因となった。   
第二次世界大戦の後、イギリスは、1945年に結ばれた「米英金融協定」により、  
アメリカから信用供与を受けた。イギリスは、1945年7月に、自国通貨の他国通  
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ドルを基軸通貨とする国際通貨体制の維持に揺るぎ無い自信を持っていたのであ  




ンスが崩れ、ドル不足を押し下げる力が働くようになった。   
ドルを基軸通貨とするブレトン・ウッズ体制は、イエール大学のトリフィン教  
授が、1959年に著した『金とドルの危機』で警告したように、「流動性ジレン  
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切り離されたドル平価は各国通貨の基準にはなり得ず、73年3月には大規模なド  











10月には170円台に上昇した。   
第二次世界大戦後の国際通貨制度の視点から見れば、金とドルの交換制停止の  
時点でドルは基軸通貨としての地位を失っているのに、なぜ実質的な基軸通貨の  
地位を保ち続けたのであろうか。   














落となっている。   
第三は、国際取引において、ドル建ての取引、ドル決済のシステムが確立して  
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れらの国々の統一市場への参加も現在予測されるより早い段階で可能になると考  
えられる。  
第二章 アジアと円  
















た分業関係を維持しながら工業化の水準を高めている。 追い上げる国も、追い上  
げられる囲も、それぞれがより高い工業化の発展段階を目指して積極的に産業構  
造調整を進めていくことが、地域全件のダイナミックな発展の原動力となってい  
る。   
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あり、現状は遺憾と言わざるをえない。   
アジアを取り巻く地域経済協定のうち最も広域な枠組みである‾のがAPECで  
ある。APECは89年11月にオーストラリアで開かれた第一回閣僚会議以降、毎  









囲2 アジアの咤域経済協定  
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な成果はまだ上がっていない。   
このように、アジアにはさまざまな地域経済協定が存在しているが、アジアで  
ビジネスを展開している企業に対して当面最も影響を与えると考えられるのは、  
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次に述べるASEANのAFTA（ASEAN自由貿易地域）構想であり、AI  















3 経済統合の展望と通貨のあり方   
アジア諸国が日本の経済的パートナーとしての重要性を高めるにつれて、アジ  
ア地域での「円経済圏」ないしは「円圏（YenBlock）」の成立可能性が議論され  
だしている。 円圏をどのように定義するか、その地域経済あるいは日本経済に対  
する含意は何かについては、論者によって微妙に異なっている。Holl珊ayは円圏  





比べると遅いものとなる。   
狭義の円圏：アジア地域の貿易・金融取引において円の使用が増加し、各国が  
自国通貨を円に対してペッグすることに利益を見出すようになる。最終的にはア  
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円圏に関する議論は、日本とアジア諸国との地理的な近接性、密接な経済関係  
から、 必ずしも新しいものではないが、1995年前半期における円高局面以降にお  
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図4 アジア各国の為替レート政策と外国為替取引 制限  
為替レート政策   IMF8粂国   
NIEs  
Wonnn 管理フロート制   ○（1988年11月）   
台湾   NT dollar  変動相場制  
シンガポール  S dollar   管理フロート制   ○（1968年11月）   
香港   HK dollar  ドルペッグ制  
ASEAN  
タイ  Ba r t  バスケットペッグ制   ○（1990年5月）   
マレーシ′ア  M dollar   管理フロート制   ○（1968年11月）   
インドネシア  Rut）iah  管理フロート制   ○（1988年5月）   
フィリピン   Pe so   管理フロート制   ×   
その他  
人民元（RMB）  管理フロート制   ×   
ベトナム   Dong   管理フロート制   ×   
ミャンマー   Kyatttt SDRペッグ制   ×   
カンボジア   Riel   管理フロート制   ×   
ラオス   KN   理フロート制   ×   
インド   Rupee   管理フロート制   ○（1994年8月）   
資料：Ⅰ肝／ExchaqLgeArrange■entS弧d Exchange Restrictiom等より  
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